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これまでに廃止した厚生労働統計調査一覧(平成8年～平成22年 )

廃止年 調査名 周期
法

別

旧
種 備考

平成20年 老人保健福祉計画等統計調査 毎 年 届

平成20年 国民健康保険医療給付実態調査 毎 年 届

平成20年 医療給付受給者状況調査 毎 年 届

平成19年 出稼労働者雇用等実態調査 2年周期 承

平成18年 労働者派遣事業に関する調査 5年周期 承

平成 18年 病院経営収支調査 毎 年 承

平成18年 監督指導業務及び措置状況等報告 毎 年 届

平成18年 賃金不払事 f牛 、貯蓄金返還不能事件及び工賃不払事件処
I軍 J士 :甲 錦善           ' 毎年 届

平成18年 雇用状況実態調査 毎 年 承

平成18年 年金数理基礎調査 毎年 届

平成 1フ 年 臨時・日雇労働費用等調査 5年周期 承

平成 1フ年 保健福祉動向調査 3年に2巨 承

平成 1フ 年 雇用管理調査 毎 年 承

平成17年 林業労働者職種別賃金調査 毎 年 承

平成 17年 屋外労働者職種別賃金調査 毎 年
し
日

平成 16年 産業労働事情調査 毎年 承

平成、15年 外資系企業の労使関係等実態調査 4年周期 承

平成14年 生活衛生関係営業経営実態調査 毎 年 承

平成13年 健康保険診療状況実態調査 毎年 承

平成13年 国民健康保険診療状況実態調査 毎 年 届

平成12年 健康・福祉関連サービス需要実態調査 3年周期 承

平成12年 専門職種別労働力需給状況調査 毎年 承

平成12年 民間教育訓練実態調査 毎 年 承

平成12年 公益質屋実態調査 2年周期 届

平成12年 人口問題に関する意識調査 5年周期 承

平成11年 伝染病統計 毎 月 届

平成11年 健康・福祉関連サービス産業統計調査 3年周期 承

平成11年 結核・感染症発生動向調査 週 届

平成11年 在宅高齢者福祉サービス利用料等実態調査 毎 年 承

平成10年 人口動態社会経済面調査 毎 年 承

平成10年 血液製剤使用実態調査 毎 年 届

平成9年 生活保護動態調査 毎 月 届

平成9年 社会福祉施設運営実態調査 毎 年 承

平成8年 医療用具品目指定調査 毎 年 承



これまでに統合を図つた厚生労働 査一覧 (平成 8年～平成22年 )

統合年 統合前調査名

旧

法

種

別

統合先調査名

旧

法

種

別

平成17年 歯科用薬剤価格調査 承 医薬品価格調査 承

平成16年 児童環境調査 承 全国家庭児童調査 承

平成15年 喫煙と健康問題に関する実態調査 承 国民健康・栄養調査 承

平成15年 循環器疾患基礎調査 承 国民健康・栄養調査 承

平成 15年 糖尿病実態調査 承 国民健康・栄養調査 承

平成14年 国民健康保険事業年報 承 国民健康保険事業月報等 承

平成 14年 国民健康保険診療施設年報 承 国民健康保険事業月報等 承

平成13年 介護サービス世帯調査 承 国民生活基礎調査
し
日

平成 13年 身体障害者等就業実態調査 承 身体障害児・者等実態調査 承

平成 13年 身体障害者実態調査           1承 身体障害児・者等実態調査 1承

平成13年 身体障害児実態調査 承 身体障害児・者等実態調査 承

平成 12年 老人保健施設調査 承 介護サービス施設・事業所調査 承

平成 12年 訪間看護実態調査 承 介護サービス施設・事業所調査 承

平成 12年 老人訪間看護・訪間看護報告 承 介護サービス施設・事業所調査 承

平成 12年 被保護者生活実態調査 承 社会保障生計調査 承

平成11年 老人保健事業報告 届 地域保健・老人保健事業報告 届

平成 10年 医療機器産業実態調査 承 医薬品・医療機器産業実態調査 承

平成8年 母体保護統計統計報告 届 衛生行政報告例 届

平成7年 保険薬局実態調査 承 医療経済実態調査 承

平成 7年 賃金事情調査 承 賃金事情等総合調査 承

平成7年 労働時間、休日・休暇調査 承 賃金事情等総合調査 承

平成7年 退職金、年金及び定年制事情調査 承 賃金事情等総合調査 承
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厚生労働省大臣官房統計情報部の

企 画 課

統 計 企 画 調 整 室

審 査 解 析 室

情 報 企 画 室

人 口動 態・保 健 統 計 課

保  健  統  計  室

社  会  統  計  課

国 民 生 活 基 礎 調 査 室

雇  用 統  計  課

賃 金 福 祉 統 計 課



厚生労働省の統計関係職員数の推移

平成 12年度

395A(※ )

平成 17年度

339人

平成22年度

(※ )旧厚生省分と旧労働省分の合計

一̈̈
¨̈一一一．．



厚生労働省が実施する統計調査の業務の流れ (フロー)図

餞

Ｚ
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統計調査等業務の最適1ヒを通じ、統計関係の情報システムを集約させ、政府全体で共用する各府省共同利用型シ
ステム(政府統計共同利用システム)を整備.政府統計のASP※として、各府省の統計調査響業務に係る共通の業務
基盤・サービスを提供。

運用管理機関 :独立行政法人統計センター

(平成20年度以降)

政府統計共同利用センター

ーション・サービス・プロバィダ:ASP)

※ASP:ビ ジネス用の情報システムをネットワークを通じて利用機関に提供する事業主体

COpylght(c)StatiStiCs Bureau,2007A‖ rights reserved.



国民、企業等を対象とする各種の統計調査について、現行の調査方式 (調査員調査、
郵送調査等)と併用し、インタ…ネットを通じたオンライン調査を行う汎用調査シ
ステム

Copynght(c)StatlSICS Bureau,2007.A‖ nghts reserved.



【調査員】 政府統計

共同手U用
システム

cOPynght(c)StatiStiCs Bureaui 2007.A‖ rlghts reserved.

【市区町村】
lE由機関

【都道府県】
経由機関



厚生労働統計調査における行政記録情報の利用について

1 行政記録情報とは

統計法において、行政記録情報とは、国の行政機関が職務上作

成し、又は取得した調査票情報以外の情報のことであり、行政記

録情報を用いることにより正確かつ効率的な統計の作成に寄与す

るときは、その提供を求めることができることとされている。    、

2 現在活用しているもの

○ 雇用保険適用事業所設置届 (毎月勤労統計調査)

○ 労働保険関係成立届 (労働安全衛生特別調査等)

3 活用を検討しているもの

○ 施設基準の届出等 (医療施設調査)

4 行政記録情報を利用に当たっての留意点

○ 行政記録情報の電子化のコス ト

(行政記録情報はt本来統計目的で収集しているものではない)

〇 行政記録情報と統計調査を連携させる共通コー ドの付与

〇 行政記録情報の正確性

11   、



基幹統計調査には、

報告義務と罰則規定

統計調査の調査票情報等の提供について

回収率は年 低々下
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<二 次的利用の作成・提供
に関するポイント >

万が一、秘匿が破られ
ることがあると、国民の

政府統計に対する信頼
が損なわれ、回収率の

低下、更には「根拠に基
づく政策」の推進に影響
が生じる。

社会の発展に寄与することを通じて国民に還元

くミ1 制度に対する国民お理解の広がり
ど〔≧

13

個票を利用して、
報告書に掲載されて
いない分析 (学術研究

利用

申出
:

法改正 |

変更なし) (変更なし)

∨

国民の信頼を維持でき
る確実な秘匿措置、適
切な利用・管理 :



匿 名 化 技 法 の 概 要

●

一般国民からの信頼と協力により集められた調査票情報を基に作成する匿名データは、学術研究及び教育目的のため広く一般に提

供されることから、被調査者が特定できないよう加工することが統計法で規定されている。 具体的には、単に氏名・住所を削除しただ

けでは、年齢、家族構成、職業分類、住居形態等の調査項目と、外観から確認できる情報や一般に入手可能な情報の組み合わせ等

により、被調査者が特定されるリスクがあるため、以下の匿名化技法により、被調査者の情報を確実に秘匿するものである。

1 情報の削除

(1)データの再抽出 (リ サンプリング)°・…・

(2)識別情報の削除等

(3)裾切 りによるデ=夕 削除

2 識別情報の階級区分統合

(1)上限 (下限)階級区分の統合……
(ト ップコーディング、ポトムコニディング)

(2)再コー…ド化 (リ コニディング)・・・・・̈ "̈・

3 その他

(1)類似属性デニタの部分入替………
(ス ワッピング)

(2)誤差の挿入 (ノ ■タベーション)・・…H"

調査票情報

元の統計調査のデータすべてを匿名データに用いるのではなく、
そのうちの何割かを再抽出したデータを用いる。

識別情報は、データから全面的に削除する。(例 :氏名、地域等を削除)

また、データの配列順により特定されないように、無作為に並べ替えを行う。

特徴的で、出現率が低い値があるデータは、削除する

(例 :8人 以上世帯、3つ子以上世帯を削除)

極端に大きな(小さな)値は、上限(下限)値を設けて統合する。
(例 :85歳以上を統合、年収6000万円以上を統合)

分類事項の程度は、詳細なものではなく、粗いものとする
(例 :各歳階級を5歳階級化、小分類を中分類化、実額を階級化)

類似データの一部データを他のデータと入れ替える。
(例 :多人数世帯の地域情報等の入れ替え)

一定の誤差を挿入する。(例 :金額、面積等へ誤差を挿入。)

匿名データ
匿名化



調査票情報の二次的利用の状況について

1 統計法第 34条に基づく委託による統計の作成等 (オーダーメー ド集計)

(これまでの提供実績)

平成 22年 2月 ～   ・平成 18年賃金構造基本統計調査の受付、サービス開始

(独立行政法人統計センターにおける全部委託による) :
―   平成 22年 H月 ～  ・平成 19年人口動態調査の受付、サービス開始

(受付期間は 1か月)

。平成 21年毎月勤労統計調査特別調査の受付、サービス開始

(受付期間は 1か月)

(今後の提供予定)

平成 23年 2月    ・平成 19年賃金構造基本統計調査の受付開始
'

(独立行政法人統計センターにおける全部委託による)

(平成 23年度に向けた検討)

平成 22年 10月 以降 。既に提供を開始している統計調査について、対象年次の拡大

等にういて検討
・医療施設調査及び患者調査について、23年度以降の提供開始

に向けた検討

2 統計法第 35条、第 36条に基づく匿名データの作成・提供

(こ れまでの検討状況)

平成 21年 12月 ～  ・学識者による平成 16年国民生活基礎調査の匿名データ化の

検討

(今後の予定)

平成 22年 12月    。統計委員会への諮問

(匿名データ部会の審議)      ヽ

平成 23年 4月 以降  ・答申後、準備が整い次第提供開始

(来年度以降の予定)

平成 23年度以降   ・匿名データの提供拡大について、具体的に検討 (国民生活基

礎調査の他年次への拡大)
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【 二次的利用関連規定 】

○統計法 (平成 19年法律第 53号)(抄 )

(定義)         '

第 2条                                ′

11 この法律において 「調査票情報」とは、統計調査によつて集められた情報の うち、文

書、図画又は電磁的記録 (電子的方式、磁気的方式その他人の知党によってはi認識づ
~る

こ

とができない方式で作られた記録をいう。)に記録 されているものをいう。

12 この法律において 「匿名データ」とは、一般の利用に供することを日的として調査票

情報を特定の個人又は法人その他の団体の識別 (他め情報との照合による識別を含む。 )

ができないように加工したものをいう。

(委託による統計の作成等)

第 34条  行政機関の長又は届出独立行政法人等は、その業務の遂行に支障のない範 pll内 に

おいて、学術研究の発展に資すると認める場合その他の総務省令で定める場合には、総

務省令で定めるところにより、一般からの委託に応 じ、その行つた統計調査に係る調査

票情報を本J用 して、統計の作成等を行 うことができる。

(匿名データの作成)

第35条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は、その行つた統訓‐調査に係る調査票情報

を加工して、匿名データを作成することができる。

2 行政機関の長は、。前項の規定により基幹統計調査に係る匿名データを作成しようとす

るときは、あらかじめ、統計委員会の意見を聴かなければならない。

(匿名データの提供)                     ｀

第36条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は、学術研究の発展に資すると認める場合

その他の総務省令で定める場合には、総務省令で定めるところにより、一般からの求めに

応じ、前条第一項の規定により作成した匿名データを提供することができる。

(事務の委託)

第 37条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は、その行つた統計調査に係る調査票情報

に関し第 34条又は前条の規定に基づき行う事務の全部を委託するときは、その業務の内

容その他の事情を勘案して政令で定める独立行政法人等に委託しなければならない。

(手数料)

第 38条 第 34条の規定により行政機関の長に委託をする者又は第36条の規定により行政

機関の長が作成 した匿名データの提供を受ける者は、実費を勘案して政令で定める額の
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手数料を国 (前条の規定による委託を受けた独立行政法人等 (以下この条において「受

託独立行政法人等」という。)が第 34条又は第 36条の規定に基づき行う事務の全部を行

う場合にあっては、当該受託独立行政法人等)に納めなければならない。

(調査票情報等の提供を受けた者による適正な管理)

第 42条  次の各号に掲げる者は、当該各号に定める情報を適正に管理するために必要な措

置を講じなければならない。

二 第 36条の規定により匿名データの提供を受けた者 当該匿名データ

2 前項の規定は、同項各号に掲げる者から当該各号に定める情報の取扱いに関する業務

の委託を受けた者その他の当該委託に係る業務を受託した者について準用する。

(調査票情報の提供を受けた者の守秘義務等)

第 43条

2 第 33条の規定により調査票情報の提供を受けた者若しくは笙 β6条の規定により匿名

データの提供を受けた者又はこれらの者から当該調査票情報若しくは当該匿名データの

取扱いに関する業務の委託を受けた者その他の当該委託に係る業務に従 lliする者若しく

は従事していた者は、当該調査票情報又は当該匿名データをその提供を受けだ目的以外

の目的のために自ら利用し、又は提供してはならない^

第 61条  次の各号のいずれかに該当する者は、50万 円以下の罰金に処する。

三  第 36条の規定により匿名データの提供を受けた者又は当該匿名データの取扱いに

関する業務の委託を受けた者その他の当該委託に係る業務に従事する者若しくは従事

していた者で、当ン匿名データを、自己又は第二者の不正な利益を図る目的で提供し、_

又は盗用した者

第 62条  第 57条第 1項第 2号及び第 3号、第 58条、第 59条並びに前条第 3号の罪は、

日本国外においてこれらの罪を犯した者にも適用する。

17



公的統計の整備に関する基本的な計画 (抄 )

平成 21年 3月 13日 閣議決定

第3 公的統計の整備を推進するために必要な事項

4 統計データの有効活用の推進    :
(1)オーダーメー ド集計、匿名データの作成及び提供

ア 現状・課題等

諸外国では、従来から、オーダーメー ド集計並びに匿名データの作成及び提供 (以

下 「二次的利用」という。)に関する制度を整備 し、学術研究等のための利用に供 して

いるのに対 し、我が国においては、統計調査によつて収集 された公的統計の調査票情

報は、原則として作成機関があらかじめ定めた統計表の形でのみ集計し、公表するこ

ととされてきた。 しかし、統計に対するニーズが多様化 。高度化する中で、こうした

´ 利用形態だけでは、利用者のニーズに十分応えられなくなってきている。

このため、統計法において二次的利用に係る規定が新たに,直加され、二次的利用の

制度が整備された。

一方、各府省では具体的なニーズが明確でない中、二次的利用に係る業務に対応す

るための十分な統計 リソースを確保することが困難な状況にある。しかしながら、研

究者等による、より高度かつ多様な研究分析等を通 じて、統計が学術研究はもとより

社会の一層の発展に寄与することが強く期待されていることか ら、秘密の保護に配慮

しつつ二次的利用に係る事務処理を適切に実施 していくことが必要となっている。

イ 取組の方向性

二次的利用に係るガイ ドラインに基づき、平成 21年度から、秘密の保護に配慮 しつ

づ二次的利用に係る事務処理を適切に開始し、平成 22年度以降、順次、二次的利用の

対象となる統計調査やサービスを拡大する。

また、二次的利用制度の利用希望者がどのような調査のいかなるサービスをどこか

ら受けることができるか事前に知ることができるよう、毎年度当初に二次的利用に関

する年度計画を策定 し、公表する。

さらに、府省によっては自ら二次的利用のサービスを実施することが困難な場合も

想定されることから、統計法第 37条に基づきオーダーメー ド集計及び匿名データの提

供に係る事務の全部を委託できる独立行政法人等 (以 下 「政令指定法人」という。)の

活用に向けて必要な措置を講じる。

18



別表 今後5年間に講ずべき具体的施策

項 目 具体的な措置、方策等 担当府省 実施時期

4 統計デー

タの有効活用

の推進

(1)オーダー

メー ド集計、匿

名デー タの作

成及び提供

〇 秘密の保護に配慮しつつ、二次的利用に関

する以下の取組を実施する。

。 所管の統計調査について、毎年度当初に、

当該年度に二次的利用の対象とする統計調

査やサニビスに関し、統計調査名、提供する

サービスの内容、中出受付時期 。期間、提供

予定時期等を盛り込んだ二次的利用に関す

る年度計画を策定し、公表する。

・ 上記年度計画、「委託による統計の作成等

に係るガイ ドライン」及び「匿名データの作

成・提供に係るガイ ドライン」に基づき二次

的利用に係る事務処理を適切に実施する。

・ 総務省において、各府省の実施 した二次的

利用に関する年度計画及び実績 (中 出書の受

付状況、審査結果状況、申出への対応困難な

事案件数と理由、作成 した統計等や匿名デー

タの提供状況等)を取 りまとめ、その概要を

公表するとともに、統計委員会に報告する。

・ 二次的利用のニーズや統計 リソTス の拡大

状況を踏まえながら、サー ビスの拡大を図

る。

。 二次的利用のニーズに適切に対応するた

め、統計リソニスの確保に最大限努める。

・ 総務省において、各府省における所管統計

調査のオーダーメー ド集計や匿名データの

提供に係るサービスの開始及び拡大を支援

する観点から、政令指定法人である独立行政

法人統計センター (以下「統計センター」と

いう。)が各府省からのオーダーメー ド集計

や匿名データの提供の委託の受け皿となる

体制を整備するよう必要な措置を講ずる。

O 総務省は、利用者が行政機関等の指定する

場所及び機器により調査票情報を利用する

方法であるオンサイ ト利用について検討す

る。             、

各府省 平成 21年度

か ら実施す

る。
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厚生労働統計調査一覧
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注意事項

○ この厚イli労働統計調イi―・ 施は、`F成 22年 Hり lりと白:の厚′L労働統計調査についてまとめたものである。

○ 予算額は 1`句,t22イ ト度 予算符1を り1:本 としているが、川サ馴1)‖ イドで 1`41茂 22イ |:り 虻の予算計上がないものはJL

近の実施時の予算額である。

○ アクセス数は、政府統:i卜 共同利用システムヘの 1句戊21イ 111年 |‖ 1の アクセス数である。

○ 二次利用件数は、'14成 21年 ,虻 1イ lillllt/2統「1法第 32条 にり〕:づ く行政内における目的外集「「等のi調 査票

'ri報の利用l、 努j33条 にり1ヽ づく1也 方公共111体 等への1‖ 査票情幸‖の提供実績である。

○ 公表||キ 期は、厚生労働省ホームページ等に概況等が公表されるまでのり馴|11で ある。その後、詳細な|‖

告書が Fl行 さオじるのが一カ支的な流オ
′しである。

○ 外mS委託の状況は民|‖ 1年卜 のヽ委託状況である。



統‐計調査

平成22年 ,1月 現在
厚生労働統計調査一覧(基幹統計 )

平成22年

度
予算額

(千円)

PDCAサイクルの活用

路雲榊
政施策

?1彎 (自 殺対策)

(がん対策)

。少子化対策
。高齢化対策

医療法(昭 ・「子ども。子育てビジョシ」数値目標
) がん対策推進基本計画中間報告書

最近の医療費の動向(MED:AS)の 作成の分布及び整
かにするとと

、医療施設の診療機能を把
し、E薇行政の基礎資料を

。「■ll教育の内容と方法に関する検討会Iの基

る。

料 
人看饉撃員研修に関

す
る検討会Jの基性資

J警七次看饉職員需給見通uこ関する検討会」

.饉自喬闘奮需農績整雰ま露料



統計88査 名 調査方法 母集回名簿のll類等 抽出方法 調査客体数 En査 の流れ
EO査 の
実施同期

公表時期
(基準日から公表までの

lu閻 )

報告書の公表までの
期間

回収事

医療施設調査

(:)勁 lLR調 査

(2)静態調査

ンライン

郵送

府県・保健所設
。特別区を対象

イ

悉皆

悉皆

ラ区岬利双 =:・ 90:

平成22年 4月 現在 )

開設・廃止等のあつ
た医療施設

設施
設

療
施

医
千

約17万 6

〈保健所設世市・1寺別
区)一 保健所―市区
町村

本省―都道府県―保
健所設置市・1寺別区

本省―都道府県―
(保健所設置市。

1寺別
区)― 保llt所―医療
施設

毎月

3年

選報 :調査月の約2ヶ月
後
月報 :調査月の約5ヶ 月
後
推計 :調査年の翌年1月

臓数:調査年の翌年6月

確定数:80査 年の翌年9

月

約2ヶ 月

約:年 2ヶ 月

確定数公表と同時
(an査年の翌年9月 )

報告書の刊行は
調査年の
1年 2ヶ 月後

報告書は各月の動ltt

調査を集1+したもので
あり、最後の調査月か
ら約l年 6ヶ 月

約1年 6ヶ 月

:00■

100%

こ関する規程Jにより
け出られた出生、死
、婚姻、離婚及び死産
全数

Ｏｍ“ｏ　　Ｏｍ̈
勘

0
(月 IBの
データ

チエックの
み〈全体の
5創程度))

0
(口票審査
のみ)

外部委託業務の内容(委 託業務にO)



統計ED査名

平成22年

度
予算額

(千円)

鯛査開始年
(西暦)

調査の目的 PDCAサ イクルの活用

アクセス敗
H2:年 o―

Stat分 )

― 久 利 用

件数 32条 33条

(:)患者調査

国民生活基礎ED査

1

575,700

1948年
「施設面から(

た医療調査」

!986■ F

病院及び診療所を利用する患
者について、その傷病状況等
の実態を明らかにし、医療行
政の基礎資料を得る。

果位、医療、福祉、年金、所得
争国民生活の基磯的亭項を8n

饉し、厚生労働省の所掌事務
こ関する政策の企画及び立案
こ必要な基礎資料を得るとと
Jこ、各種調査のan査客体を
由出するための親標本を設定

「 る。

都道府県で策定する医療計画(医療計画作成
旨

`十

)

今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する
貪8寸会資料
中央社会保険医療協議会において診療報酬の
出定の検3寸資料

社会保障審8薔会医療部会資料
医政局関係制度改正の検3寸

ナシヨナルミニマム研究会資料(相 対的貧困
置。子どもの相対的貧困率等)

健康日本21及びがん対策推進基本計画(32康
参断・健康診査の受診率,がん検診の受診率)

年金財政検口I資料 (高 齢者世帯の所得の状
己,年金だけで生活している高齢者世帯)

今後の高齢社会対策の在り方等に関する検8寸

:資料(同居している主な介護者と要介AI者 等
)構成割合等)

67.387

2

!1

統計調査名 調査方法 母集回名

"の
栖類等 抽出方法 調査客体数 調査の流れ 脚輌

公表時
'u(基準日から公表までの

期間)

報告書の公表までの
期間

回収率

(1)患 者調査

国民生活基礎調査

郵送

調査員

フアイ

勢調査区

作無

出

化

抽

化無作
抽出

332万 人

万6千世帯

本省―都道府県―
〈保llt所設置市。

1寺別
区)― 保健所―医療

本省―都道府県・指
定都市・中核市―保
健所・福祉事務所一
調査員―対象

3年

毎年6,7月

約 l年 2ヶ月

約:0ケ月

約1年 6ヶ 月

11年 lヶ月
報告書発行】
11年 7ヶ月

98%

調査対彙
置設のう
,回答の
うつた施
蹴数の割
〕)

819■



外部晏託業務の内容〈晏託業務にO)

査０鰤のｏｍゆ勘

(1)患者調査

。国民生活基礎8q査 0
(個凛審査
のみ)Ｏｍゆ勘

PDCAサイクルの活用囀度詢ｍ
:923年

て全国Em査にあつてはその
動を、地方調査に

会(中 央最lE賃 金審議会、労働政策審
会、社会保障審議会年金都

|こ基づく基本手当日額、
基づく休業給付基IE日 嘲

つてはその都道府県別の変
月明らかにすることを目
ており、また、特別8n査 び年金給付基礎日額の改定等
ては、これら全国an査

査を補完する。



統計8n査名 調査方法 母彙口名簿の種類等 抽出方法 調査客体数 調査の流れ

珈̈
公表時期

(基準日から公表までの
期間)

報告書の公表までの
期間

回収率

(1)全国an査

(2)地方En査

(3)特別調査

ンライン/

査員/郵

8B査員

18年 事彙所・企

平成 18年 事業所。企
業統計調査

平成 18年 事業所。企
業統計an査区

第1組事
業所 :

層化無作
為抽出

鞭証珈［団唾雌脚い」̈から無作
為抽出

二段抽出
【第一段
目】
調査区を
目化無作
為1由出
【第二段
日】
Im春口歯

1祖事業所
2種事業所

1種事業所
2種事業所

2

業所

―都道府県―対

―都道府県―調
―対象

本省―都道府県―対
彙
本省―都道府県―調
査員―対線

省―都道府県―調
員―対像

毎月

毎月

毎年

約1ケ 月

約5ヶ 月

約3ヶ月

県により異な

約6ヶ 月

86.5%

技

外部委託業務の内容(委 託業務にO)

10



統計調査名 酔度翻ｍ

an査開始年
(西層)

調査の目的 PDCAサイクルの活用

アクセス敗
H21年 o―

Stat分 )

ニス利用
件数 32条 33条

・薬事工業生産勁鮨統計
調査

52.6!8

:veo4

1952年

ユ景鷹素に層用erし0"口百
について、その賃金の実態を
労働者の層用形態、就業形
F3、 職租、性。年齢、学歴、勤
饒年数、経験年般別等に明ら
かにする。

医薬品、医薬部外品、1,生 材
料及び医療機器の生産(輸

入)等の実態を明らかにする。

切 災保阪の杯栞椰1■き懺目観よひキ
=藉

1■渥
腱日額の年齢階級別の最低限度額及び最高限
度額の設定のための資料
。最低賃金の決定の資14
。「厚生労働白書J
。「労働経済の分析」

・医薬品の市場規模の推移を把担し、医薬品産
業ビジョンや新医療機器。医療技術産業ビジョン

等の検討資料として活用

340.939

0 0

統計an査 名 調査方法 母集団名簿の種類等 抽出方法 調査客体敷 調査の流れ
調査の
実施同期

公表時期
(基準日から公表までの

期rn)

報告書の公表までの
期間

回収率

ロロ情遭曇小机8T訓 菫

・薬事工業生産動態統計
調査

嘔 員 ′朋 菫

員

オンライン
/郵送

挙 楽 FJr・ 2桑 帆 IT酬

査

事業所・企業統計ED

田 1じ器 l■

為抽 出

悉皆

綱 ′U,00u十楽 PJr

医薬品、医薬部外品
又は医療機器を製造
販売する事務所
及び医薬品、医薬部
外品又は医療機器を
製造する製造所

^■
~部理

"■

県カロ
局―労働基準監督署
―En査員―対象

本省―都道府県―ED

査員―対彙
本省―対彙

毎 牢

毎月 月報は、2ヶ月、年報
は、6ヶ 月

1 年

月報は2ヶ 月、年報は
Bヶ 月

『
170%

休眠事業
所等生産
や出荷の
実績がな
い場合、
提出義務
が発生し
ないため
不明



続計鵬壼名

外部曇8t事務の内書(晏 8t業務に0)

備 考

鰤鋼
●費用昌の

印刷 ¨̈
■凛書壼・]
●日会 デ一夕効

鍋8t その他  :
(分饉不籠、日菫軍項など|

買=EE● 不凛rr闘菫

・車事工集生産勁麟統81

田奎

υ

0

υ

辮
.労

働局ヘ
の発選の

み)

0

壺υ腑”

υ

0

り

0

二般統計調

(人 口 0世帯関係 )
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厚生労働統計88査一覧(一般統計)

平成22年

度
予算額

(千円)

・社会保 ll・ 人日問題基

本田査

(出生動向基本lq査 )

及び経年変
続的に観察することにより、少
子化対策等厚生労働1テ政施

ンステ

口立案、実施等のため
資料を11る 。

1巴 lEするこ
わヽが国全国の結

婚ならびに夫婦の出生力にDR

する突状と背景を定時的に調
査・8+量し、関連餡施策ならび
に将来人口推計をはじめとす
る人

llを 得る。

2005年 の世代を含む全国の中
者世代の男女を追跡し

、その「l12康・就業・社会活
」について、意臓面・事実面
変化の過程を繰続的に調ヨ

し、行動の変化や事彙間のBl

理性等を把恨し、高齢者対策
寄厚生労働11政施策の企回.

ための基礎資料を得

調査員 活基礎80査 鶴作 2.000世 帯

6年国民生活 :千 人

簿

貿71興 (第 1チ出産

1ヒ )、 子ども。子育て

綱

・次世代育成支,1関連80施策等立家の資料
・年金財政再3+算・財政検II等 に必要となる11来

推計人口の入カデータ
・内閣府r子ども・子育て自書」、厚生労働省『厚
生労働自書」等の各11白書類でのデータ利用
・都道府県や市区町村の子育て支援策などに凹
するla告書類

口立社会保||・ 人口
問題研究所―都道府
県・指定都市・中核市
―保撻所―調査員―

対象

人

の

ス

粘
い”

・中高年者縦断調査

。社会保障。人日間FE基

本田査
(出 生動向基本an査 )

。中高年者颯断an査 省―対彙(世帯)

(夫婦調査)

平成23年 6月

(独 身者田査)

平成23年9月

約 :年 :ヶ 月

(夫婦調査)

実施より約1年

(独身者調査)

実施より約1年半

約:年 9ヶ月

5年

ヽ r



その他
(分 91T・ 籠.mt“ llなど)

・社会保障。人口問題基
本田壼
(出生動向基本調査)

・中高年者縦断調査

0O O
(個 爪審
のみ)

O
(個 票審
のみ)

0
(基本集

計 )

会保||。 人口川

1本である。
社会保障・人口lllEE基本調
査は一つの胴壺名の下で、

熙のいずれか

り毎年11う 田査として整
にており、基本的には
する統計も毎年一本ず

より大きな麓力く出る。

統81調査名

平成22年

度

予算8n

(千 円 )

調査開始年
(西 暦 )

調査の目的 PDCAサ イクルの活用

「 クセス徴
H21年 ●̂
口ヽt分 )

_ス甲:用

件数 32条 33条

本調査

(人 口移動80査 )

21世紀成年者縦断In査

社会保II・ 人日問題基
本田壺
(全国家庭動向80査 )

社会保障・人口問題基
本調査
〈世帯勁極鯛螢)

41.071

(H18)

３４．４５８囲

33.998

(H21)

1976年

2002年

1993`「

1985年

1こ の公式続llでは肥催するこ

とのできない個人の移動歴や

移動理由、5年後の居住地と
いった人口移動に関する現状
と要因を明らかにし、関連1者舶
策ならびに地域別の19来 人口
推8+に必要な基礎資料を得
る。

調査対線となつた男女の結
婚、出産、就業等の実態及び
意障の経年変化の状況を経
ll的に観察することにより、少
子化対策等厚生労働行政施
策の企画立案、実施等のため
の基礎資料を得る。

他の公式統計では把握するこ
とのできないわが国の出産・
子育て、扶養・介llといった寡
庭根能の現状とその変化を把
IEし .関連絡施策ならびに人
口・世帯の動向lEIEに 必要な
基礎彙料を得る。

他の公式統8tでは把lEするこ
とのできない世帯の形成、拡
大、縮J可こnnする動向を把握
し、世帯数の将来推llを はじ
めとする世帯の動向把lEなら
びにBn連 88施策に必要な基礎
資料を得る。

・地壕の医療・lEIIL等のlt会 サービス施疑の基
礎資料として必要となる地域別の11来 人口推81
の基礎資料
・ホIn査をもと|ヨテわれた地域別の11来人口推
81は各1重 自書類や審ll会貴料、地方自治体の
総合II回の資料として数多く利用されている。

・改正育児・介順体業法多考資料集(子どもがい
る夫婦の夫の休日の家事・育児時間別にみたこ
の5年間の第2子以降の出生の状況)

・少子化対策、次世代商成支llttill書 施策等立
案の基礎資料として用いられる
・厚生労働省「厚生労1動 自書」等の各11自 書類で
のデータ利用
・各種審86会 や都道府県、市区町村の子育て支
援策などに関する報告書類

・介饉事業計画等の社会・福祉サービス施策の
基礎資料
・本調査のデータを利用した世帯数の11来推8+
によつて、高齢者世帯やひとり親世帯の将来見
通し等の情報を提供
。本調査をもとに行われた世帯数の将来推81は
各11白書類や審ll会資料として数多く和l用

127.857)

※社人研
4Pへ のア

クセス敗

12517

334

(:5,822)

※社人研
HPへのア

クセス数

326

(20.419)

※社人研
HPへのア

クセス数 )

|

0

0

|

0

0

0

0

0



統計調査名 調査方法 母無口名

"の

11類等 調査客体数 調査の流れ
調査の

公表|1期

(基準日から公表までの

期lul)

1鳳告書の公表までの
lu間

回収率
冥籠同期

ll"封釆陣 °人口lB間彙

本調査
(人 口移 動In査 )

21世紀成 年者繊断鯛査

社会保障 。人口問題基

本調査

(全国家庭動向調査 )

社会保 ||・ 人口問題基

本調査
(世帯勁 lLR調 査 )

硼 輩 興

郵送

8q査 員

鯛壺員

平成:3年El民生活
甚確酬査地区名購

国民生活基礎調査

El民 生活基畦3q査

為1由 出

無作お1由

出

層化無作

為1由 出

層化無作
為11出

崎2 万人

15,0∞ 世帯

15.0∞ 世帝

問題研究所―都道府
県・11定都市・中核市
―保健所―調査員―

対彙

本省―対線 (世 帯 )

国立社会保障・人ロ
問RI研究所―都道府
県■旨定都市・中核市
―保l12所 ―調査員―

対象

国立社会保||・ 人口

問ll研究所―都道府

県■旨定都市・中1亥市
―保健所―調査員―

対象

毎年

5年

5年

十 駆 20年 10月

(実施より約2年 3ケ 月)

約 :年 4ヶ 月

平成22年 5月

(案施より約1年 :Oヶ月)

平成22年 ‖月予定
(実施より約1年 4ヶ 月)

十 μ

“

:牢 3月

実施より約2年 8ケ 月)

約 1年 9ヶ 月

平成22年 11月 予定

(実施より約2年 4ヶ 月

平成23年 3月 予定
(実 施より絢 1年 8ヶ 月

847:`

760ヽ

統計調査名

外部委託業務の内容 (委託業務にO)

備 考
調査の

企画
In壼 用品の 口壺ln畠の

配布 回収
口鵬審査・臓

alQ会
データ
入力

集計
その他

分FI不陀.Well:lrJど )

7t螢 保障・人日間 rll基

本調査

(人 口移動調査 )

21世紀成年者縦断鵬壺

社会保障。人口問題基
本調査
(全国稼庭動向調査)

社会保障。人口問題基
本鵬査
(世帯勁tR80査 )

O

0

O

0

０
、

O

(個服審コ
のみ)

0
(個票審コ
のみ)

O
]凛審
のみ)

0
(個纂審●
のみ)

O

O

O

(基本集
:十 )

O
(基本無
計)

0
(基本集
計)

本調査は社会保障・人口‖

"皿基本田壼の 5本 のうちの

1本 である。

社会保「4・ 人口問題基本調

査は一つの調査名の下で、

槙敗の間査票のいずれか

により毎年行う8q壺 として整

理されており、基本的には
公表する統llも 毎年一本ず
つのため、アクセス敗もそれ
により大きな差が出る。

ホロ壺は社会保||・ 人口同
閣基本調査の5本のうちの
1本である。
社会保障・人口問I」 島本In

査は一つの調査名の下で、
l■数のlq査飛のいずれか
により毎年行う調査として整
理されており、基本的には
公表する崚計も毎年一本ず
つのため、アクセス敷もそれ
により大きな整力く出る。

本調査は社会保r4・ 人口問
題甚本lR査の5本のうちの
1本である。
社会保障。人口同HD“本田
査は一つの調査名の下で、
根敗の情査票のいずれか
により毎年行う調査として整
理されており.基本的には
公表する構計も毎年一本ず
つのため、アクセス徴もそれ
により大きな最が出る。

20



|■般統計調査 |

(保健衛生関係 )

年
　
　

　

　

　

　

　

　

年
　
　
　
　
　
　
　
　
　
年

９９５

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

９９６

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

９５２

抑　　　　　̈厳　　　　．　　̈　　　　　　　　一̈一

平成22年

度
予算額

(千円)

22



(2002年 までは国民栄
養調査)

・ 受薇行動調査

・医薬品優格調査

手

　
　
　
医

ル

勁態・静饉
―夕、保険
山科技

て入

本ファイ

】医療機器ほ ―椰道府県―対 2年 中医協賓料として公表

,,300、 保険薬

局1.000、 山科診薇所
:・ l∞.歯科技工所
:00

外来 :約 :3万 人

約7万人

ホ省―都道府県―

〈保位所設置市・1キ別
―保IE所―四査員
者

省―都道府県―対 非公表
〈中医協資料として提

出)

約 1年 6ケ月

非公表

＝

馴

象

”

”

対

↓

　

　

６３

23

審
Ｄ

∞
調

曖
養

貯
ま

。
1寺定保険医療材
田査

・受薇行動口査

・E薬品●格調査

24



平成22年

度
予算額

(千円)

・歯科疾患奥態調査

・歯科疾患実態tn査

燿31に開する法律
施行令に基づくr櫨

塁外調査】
付台帳及び手帳

約半年程度 概要発表後、半年

0口告書の公表までの
期間

26



・藁剤耐性菌感染症発生
動向調査(院内感染対
策サーベイランス)

看饉師
学状況及
状況lq査

「病院理IE」

,948年

保健所事業
報 J

こおけるl■者の利用・医療費適正化8+回資料
・第六次看ll職員需給見通し資14

・「■31教育の内容と方法に関する検討会J資 料
・r新人看ll職員研修に関する検討会J資 料
・「第七次看11職 員需給見通しに関する検討会」
賓料
・社会保障害:[会 医療|1会資14
・医政局関係制度改正の検討

況及び従事者の状

、医療行数の基破資料を得

斉1耐性国の発生勁 ・院内感染対策鵬習会にそのデータを利用して
医療従事者への同知こついて1巴lFする。

を得る。

師、■饉師及び ・rttll教 育の内容と方法にDnする検討会」資料
'「新人看ll職員研修にDnする検8寸会J資料
・「今後のをII教 員のあり方に関する検11会 ,資

・『第七次■ll職員需給見通しにnlする検討会J

令(昭和20年 改令
号)に出づくを饉師寄学校養成所の指定・

ヨ員等の承認変更の燎の基礎資料

PDCAサ イクルの活用

平成22年
度

予算額

(千円 )

成所の入学

28
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・菓剤耐性菌感染症発J

動向調査(院内感染対
策サーベイランス)

・地域保健。健康増進事
業IB告

養輌床を有する惨

,162政 令市、保健 ―都道府県。指
市・中核市―保所、市町村(平成22

年3月 31日現在) ・保健断を設置
る市・特別区―市
村

全国び看ll師等学校
養成所約:,077

四半期IIは約6ヶ 月
年組は約:年

国の保位所及び
を対象

・事業所・母無口DB
を使用
・学校等姜成所の新

廃上の情線を毎

約 :年 4ヶ 月

約 7ヶ 月
HP上で公表

等への発
送)

(月 IEの
データ

チェックの

7～ 8割 ))

策サ ーベイランス)

・ 地域保健・健康増進亭
集報告

30
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PDCAサ イクルの活用

平成22年

度
予算額

(千 円)

・■i生 行政18告例

・食肉検査等情1鳳還元8q

壺

1886年
「内務ll告例J

971年 (医薬

集霙触酬

1985年 (医療

器産業突鮨

てヽ、性、年齢、業務の種
従事場所及び診療科名

(菓鋼師を除く。)等によ
し、厚生労働行政
1を得る。

衛生関係:書法規の施行に伴う
各都道府県、指定都市及び中
核市における伸,生行政の実態
を把lEし、1,生行政運営の基
破資料を1尋る。

等が実施している、

おける食肉検査及び
場における食鳥検査

てヽ、ときつ解体禁止.廃

等の1普置内容についての

を集計することにより、
状況を1巴偲する。

業及び医療

を1巴恨し、医薬品産業及びE
僚機器産業のllt全 な発展に
必要な施策を腑ずるための基

今後の働科保健医療と歯科医師の資質向上等
二関する検討会中間ll告書
第3回菓11師需給の11来 動向に関する検8寸会

・厚生科学審IE会生活■,生 適正化分科会資料 39.633

医道審31会 あん庫マッサージ指圧師、はり師、
『ゅう師及び柔遺整復師分科会賣料
。「看li教育の内容と方法に関する検8寸会」資料
・「新人■饉職員研修に関する検8寸会J資料
・「第七次量饉職員需綸見通しに関する検討会J

会保障害3饉会医療部会資料
・制度改正の検 81

。と苗場法の一部改正に30わ る参考資料
・各都道府県等における、食肉検査・食鳥検査等

や食品衛生に関する研究等

・医薬品の市ll規模の推移をlE促し、医薬品産
業ビジョンや新医療機器・医療技術産業ビジョン
等の検討資料として活用

) オキを得ることを目的とす

約 10万人
1県

~

市・1寺別

約27万人 )― 保位所…医師・

科医師・菓11師

悉皆 106都道府県市 省―都道府県・指 毎年度 年度la.隔年報ともに
約7ヶ 月 年2ヶ 月・中核市 12月

・年度報
:ヶ 月

省一自治体

・衛生行政IR告例 オンライン IE府県■旨定都
・中核市を対彙

オンライン 県、保健
、特別区

悉 智 ,36自 治体

ホ製薬団 、医療機器あ
会等)から提 、製造阪発する

約1000

の全El

届出を

こもので
る。

100%

医薬品 :

医療機器 :

19年

・E薬品。医療機器産業
案饉調査

郵送

名簿

悉皆 約 1年

公表分 )



統計lD壺名

平成22年
度

予算8n

(千 円 )

調査開始年
(西暦)

口壺の目的 POCAサイクルの活用

アクセス敵
(H21年 ●‐

Stat分 )

二択 利用

件数 32条 33条

保健師活動傾域調査
(活動調査 )

無医地区等調査 (需歯
科医地区等10査 )

無歯科E地区等80査
〈無医地区等In査 )

内

"

配
醐
口

2009年

2009年

1966年

1971年

17駅 の 味延 印 の お 期 観 隅 を

lE握し、保健師の確保、保健
師活動に関する実態の把l■並
びに企画調整の多考資料とす
る。

地域保健福祉活動に従事する
全ての保健師の業務内容.業
務量の現状を把lEし 、保健師
の確保、保lt師活動に関する
奥饉のle握並びに企回調整
の参考資料とする。

全国の無医地区等の実態及
び医療確保の奥饉を鯛査し、
へき地保健医療体

“

の確立を
回るための基礎資料を得るこ
とを目的とする。

全国の無働科医地区等の奥
腱及び医療確保の奥態を調査
し、へき地保撻医療体朝の確
立を図るための薔礎資料を得
ることを目的とする.

・10万 ス 1,祝 の 撃 Ж 及 ひ .慄肛 帥 聞 理 の 霧 IIや
検81会の責オ1に使用

・地方交付税の要求及び、保12師 On連の会llや
検11会の費14に使用

各椰遺府県におけるへき地保lt医療計回

各都道府県におけるへき地保位医療針国

0

0

0

0

0

0

0

0

0

34



織tl調査名 調査方法 母無団名簿のll順等 調査書体敗 調査の流れ
調査の 公表時期

(基準日から公表までの

期lln)

ln告書の公表まその
期間

回収率
興魔同期

昧 誕 口 清 闘 H軍 綱 ■

(領壌口査)

保健師活動領崚調査
(活動調査)

無医地区等四査 (無 歯
科医地区等31査 )

無歯科医地区等調査
(無 E地区等田査)

蜀 重

郵送

オンラインノ
邸送′躙壺
員(市町村
臓員)

オンラインノ
郵送′調査
員(市町村
職員)

國燿肘泰、棒●E所
設置市、特別区、市
町村

都道府県、保健所
設置市、特別区、市
町村

全市町村

全市町村

日化無作
11由出

悉普

恐皆

:フ轟週府県、1777雨

区町村

‖椰遭府県、434市
区町村

籠医地区・無歯科医
地区 各000市 町
村・都道府県

無E地区・輛歯科医
地区 各6∞市町
村・都道府県

腱所設置市・1,別区

ホ省―都道府県―市
町村

本省―都道府県・保
腱所設置市。

1寺別区

本省―県―市町村

本省―都道府県―市
町村

欝緯
―都道府県―市

3年毎

5年

5年

距 翼 FE■、 4ケ 月

四査実施後、 10ヶ月

約l年程度

約:年程度

約5ヶ 月程度

約5ケ 月程度

10Кンら

10Кン

“

100%

:00%
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統計調査名

外部委託業務の内容(晏籠業務に0)

備 考

帥錮
‖壼用品の

`0日

In董 用贔の
に布・回収

口鳳富薇・

"颯蘭全 デ一夕助
集81

その他
(分 畑不籠.Wt● IEな ど)

保健師活動領崚an査
(活動田■)

無医地日等8R査 (無歯
料医地区等鵬査)

無●14医地区等口査
(無医地区等調査)

′

0

0

0

llEE■ ではなく0-stot及
び厚労省ホームベージに
て公表することで対応。

「|1告書ではなく●―stat及
び暉労省ホームページに
て公表することで対応。
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統計

(社会福祉関係 )

程度・原因等の状況、日常

l■用奥お陽i鰐 裕馨爵
轟

1見

直し等の81綸 の基
撃
露 4

37

,951年 、

900

り実施) 書児・者に係わる福祉施策の
推進に必要な基畿贈 4を得

年

2001年 以前
ついては、

て

1981年 するために
,996年 ))

1951年

料を得る。

この四査は、被保饉世書の生
活案鵬を明らかにすることに

て、生活保饉薔準の改定

"舌

保饉制度の企□遺営
|めに必要な基礎資料を得

、厚

等において制度の

生活保臓基準の在り方についての検肛及び毎:

の生活保BI基準改定の妥当性の検肛に用いら

・日本の障害者数の推計
・社会保障害臓会|1害者部会等において制度の
見直し等の31鮨の薔礎資料離脚駆

翻
』
饉
一

晰鶉幌
柵躙 討

38



母集El名

"の
種Rn等

で四壺

¨̈
け囀椰棚中制

身体障害児・者等案態
調査

鵬査員/郵
送

された調査区を1/1

(身体|1書児)又は
1/360(身 体ll害者)

の鶴合で無作為抽出
した調査地区内に居
住する身体|1害児・

者

二より設定 ―都道府県・指 5年

れたW憂区を1/:00 ・中核市―市

割合で籠作為抽出 村―調査員―対彙
L調査地区内に居
する身体障害者、
的障害者及び精神

:.1:0世 帯 本省―都道府県■旨
定都市・中核市―

'ロ祉事務所-30査 員―

国勢調査区の1/:50 省―都il府 県・指

=よ
りll の地区に居住する知 市・中核市―市

-3n査 員―対像定された (者 )

を

:/150の

割合で調
査地区を

無作為1由

出

約 1年 6ケ 月

毎 年

5年 約1年 2ケ 月

。社会保「1生 81四査 (被

保11者生活実態tB査 )

3q査 員 ケース番号搭載簿

・ 知的|1害 児(者 )基

査

員/郵 勢調査の世帯名

39

・身体障害児・者等実態
調査

・社会保障生計調査(被

保BI者生活突鱚調査)

・ 知的障害児 (者 )

査

対策 共管
・者等実魁調壼

(者 )基駐調董

平成23年 度に全

者実胆調査

する予定.

者 )

平成23年 度に全

平成23年度に金

外311ttBモ 業務の内容(委 3t業務にO)

40

宅|1害 児・者実田調査
い)を実施する予定.



平成22年
度

予算願

(千円 )

・ |1害福祉サービス経営
奥態調査

・全国母子世帯等調査

・乳幼児栄養調査

・ 全国家庭児■調査

、従事者の状況等を把 福祉人材確保対策の資料
少子化対策の資料社会II社行政推進のた

を得る。

200'年 障害

'日

祉サービス施設。事 ・本8q査結果をもとに0口酬改定が行われる
業所等の経営状態等のデーク
を把饉することにより、次10組

る。

〕子世帯、父子世帯、
なヽい児童のいる世帯
)案鮨を1巴握し、これ

つ母子世帯等に対するIE祉
策の充実を図るための基礎
料をllる 。

青児の推進、乳幼児の栄養
善のための基礎賣料を得

るヽ児■及びそ
Fの児童を取り

nに健全な遊び場を与えて、児童の健康壇
Fを 目的とする「児壼館・児壼センター等の整

及

母

巻く覇境を把lEし 、児ml日祉
行政推進 のための基破資14

11る。

化無作 16.728ケ所

為1由出 平成:9‐ 20調査時)

単位区内の4餞未満
児約3.500人 及びその
乳幼児のいる世帯

・市町村等の母子保lt事業における技術的な11
助として『1受旱L・ 離乳の支援ガイドJを 作成する瞭

疇J、 保臓者が昼間燎庭にいない 10歳未満の児
童に ,授業の終了後に適切な遊び及び生活の場.授業の終了後に適切な遊び及び生活の場

えてlt全 育成を図る「放課後児童健全育成
J.地域の子育て家庭に対し相8炎 指導 や育

児支援を図る「地域子育て支援センター事業J等

種事業の推itの ための資料

省―民間事業者―

9t

3年

41

・障害,こ祉サービス経営
業態In査

・全国母子世帯等概壺

郵送/メー
ル

4ヶ 月半
(予 定 )

平成 10‐ 20

年度実
m回調査
(76996)と
同程度以上

'41%
81査員

・早L幼児栄養調査

れた謳査区から無
こ1由 出した

:・800地区

基礎調査

=よ
り設定された単

抽出した

―都道府県,指

市・中核市-1轟

―蝸査員―

省―都道府県・政 10年
・特別区―保健

―調査員―世帯

5年

3D査員
為 1由 出

省―都遠府県1日

・中核市―IE

務所―調査員―

・全El家庭児童調査 調査員 民生活甚碓調査
対彙となつたIn査

位区から無作お

42

5年 1年 6ヶ 月



タト部委8モ業務の内容(委 It業務にO)

1年 贋より公共サー

ス改革法に則り案
ED査対彙名簿作

・障害1日祉サービス経営
奏鮨調査

・全国母子世帯等In査

OⅢ
11/10開

札により
業者決定
(予定)

分
告
け

。集針、析、組闘●

O■0中0中 OⅢ
エラー

チェック、
疑積照会
等(予定)

0

のみ)

0
(層 用審
のみ)

0
(雇 用審査
のみ)

平成22年度は口壺準備経

rt

(Inttt漂 印84.免送経費等)

0

・乳幼児栄養調査

・全国家庭児霊調査

・地域児童福祉事業寄鯛
査

・児童養11施設入所児■
等調査

３
．
Ｈ

・中国残留邦人等奥饉田
査

0

43

身体発南値を定めて、
保lEl日 導の改善に贅

てヽ乳幼児の保tt指導に活用する母子 llt

資料

・母子保健の政策目lFである「ttやか91子 2:1の

目1日違威状況の1巴恨(母 乳青児率)

・保青料や短時間保育士のデータ等について、
子ども・子育て新システム検8寸資料

3.::9

・定員の弾力化についてについて、通知改正の

行政施策を推進するための
II資料を得る。

・認可外施設のデータについて、少子化対策部
て利用

:状況等主として環境上の
日により、児童福祉法に基
てヽ、里親に委8tされてい

:■、 児童姜饉施設、情

・児童福祉法の改正等、社会的費31施策の充実
を図るための検討資料

児短期治療施殷.児童
ll施設及び乳児院に
ている児■、母 子

している
こその

かにし
社行政推進のた

住帰日した中国残田邦

平成22年

度

予算領

(千円 )

(西層

嬌する。

44

国会答弁〈前回調査実績)



。地域児童1日祉事業
壼

・児童養贖施設入所児童
等調査

・中国残留邦人
査

籠
:1.104

壼自立支援施設入
:,・995人

所児童 :

施投入
児皿 :6.552人

0

のみ)

"~●
pttllT界・豫

所設置市・1寺別区
保lt所‐80査」II―

手県・,日

市―市
村―認可外保青施
―対策

―都道府県・1旨

市・児童相談所
市―社会的費ll

―対線

―民間事業者―

5年

1年 6ヶ 月

約2年 (前 回調査案饉 ) 約2年 (前回調査実績)

永住帰国し、平

年 10月 ,日 時点

邦

全員。ただし、

基準 日におい

:.永住帰国日より
年を経過していな
者ヽを除く。

45

・ 地域児童IE祉

査

・児童養饉施at入所児壼
等8B査

。中国残留邦人

査

外部委8t業 務の内容(委 託業務にO)

46



平成22年

度
予算額

(千円)

伴う各都道府県、指定都市
び中核市における行政の実
を数量的に把lEし て、国及

育施策、児童虐
び改善方策検11資料

共団体の社会幅祉
ための基礎資料を

は、生活保護法によ
受けている世帯及び

・生活保11基準の改定や、普通地方交付税の算
定、地域別最1●賃金の検討等に用いられてい

12.872

ナていた世帯の保31

況を11置し、生活保
メ厚生労働1テ政の
こ必要な基礎資料を

:951年 この調査は、社会1日祉法(昭

和26年法11第 45号 )に 基づき
,日祉事務所のあり方に関する検8寸委員会など

にている

'日

祉に関する
について、その組II及

ること
より、福祉事務所の運営指
等にBnす る基礎資料を得

1956年 生活協同組合及び消rt

協同組合il合会に関す
・生協制度見直しに係る検討に当たつての基礎

事業の状況、財務の状況等の
資料
・所管1,政庁(回、都道府県)による各生協に対
する指導・監督に当たつての基礎資料本的な事項を明らかにし、

費生活協同組合制度に関
る施策形成のための基礎資
を得る。

・中核市 .―

●―■1退 lll県・,日

都市・中核市 -13 年度末 年度11:約 7ヶ 月

福祉事務所・児 務所・児童相談

等

社事務所一覧 層1ヒ無作
為1由出

1.2444E社事務所
は 礎嗣査:全国の被

―都道府県・1日 毎年
・中核市 -1日

世帯又は6月 1ケ 務所

月間に保饉を廃止し

(個 別調査 :無作為抽

(10分の1)した世

悉皆 1.244福 祉事務所 省―都道府県・指 毎年
・中核市 ―福

大臣所管〉
省ヽ―厚生労働大臣

1管組合
都道府県所管〉

―都道府県―各

る。

得る。

・ 1日祉事務所現況調査

・被保饉者

(薔確80査・個別調査)

・1日|■事務所現況田査

・消費生活協同組合(迎

合会)実饉田査

47

公表|1順

(基 準日から公表までの

期‖1)
母集回名帥の1腱 晰等

オンライ:

郵送
全国の消費生活協 悉皆 約1.:00組 合

48

所管組

約1年3ケ 月 約1年 3ヶ月



・被保饉者全■二青■査
(薔確鯛壼・●鵬調査)

,消費生活協同組合(理

合会)実態n査

49

崚31鵬壺名 囀度『ｍ

調査開始年
(西日)

lq壺の目的 PDCAサ イクルの活用

敗

・な２‐年．紛 件敗
32条 33彙

・ 巨IR漱 期築順隅量 :952笙「 この四歪は、三活保EE法によ
る医療扶助畳綸者の鰺薇内
容を把IEし、被保饉階層に対
する医療対策その他厚生労ロ
行取の企画題営に必要な基
礎資料を41る。

1巴の間鷹で輌
'河

藤こな0日 lRを■わしにい0
昔がいる可能性が判明し、検31を行つた上で、他
去他鮨策の適正な活用に関する通知を発出
K生活保饉制度では、他法他施策における医療
嗜付がある場合には,生活保臓に優先して他lll

=を
活用しなければならないと規定している。

'一般患者と生活保饉受綸者とを比較し、後斃医
襄品の使用割合に基員が見られたことから、後
LE薬品の使用促進通知を発出

: 0

50



崚針口彙名 口壼書体敷 ■肇の費れ
■壼の

公表|1畑

く薔率日から公豪事での
川田》  )

報告書η綸『
まで
, 回収率

秦お目用

籠

ら抽出
1.ζ●冊 こや鶴口 |
(6月薔全書籠分)

(入籠外:1/20)

(入隣(痢餞):1′ :0)

(入朧《惨薇薇)::/5)

(歯科:1/10)

(口剤:1′ 20)

E弔澪郡 福
L事務所

毒 手 :Zケ月 1〔HツL

`   ′     51

ヽ  、

崚計an奎名

外部委8t業務の内容(■誡業務に0)

備 考

脚鋼
口壺用島の

印H ¨̈ a朧全
データ
入力

■81 その他
(分 田不籠.",事 項など)

0 υ
置用書
のみ)

υ
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(社会保険・社会保障等 )

こよる介11従事者の処

・社会医療診療11
査

・ 医療経済実態調査 (医

療機 Bll等 調査 )

1薔の状況を把握するとと
.介饉保険施設・事業所

ることに

=必

全国健康保険協会管掌健康
保険、組合管掌健康保険、国
民健康保険及び後期高齢者

・中央社会保険医療協饉会等における診療IE酬
検討資料

における医療の綸付
にかかる診療行為の

、傷病の状況、調剤行為

及び薬費1の使用状況
らかにし、医療保険行
要な基礎資料をllる 。

一般診療所及び歯科診
:び に保険凛局における こ直ll使 用

社会保険医療協ll会 において,診薇報酬

務省においても診薇報酬
社会保険診療組酬にnnす

じ礎資料を整備することを
0とし、中央社会保険医療

ている。

・中央社会保険医療協86会

醐しヽ社会榊

平成22年

度

予算 611

(千円 )

PDCAサ イクルの活用

,970年

を整備する。
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公表時期
(基準日から公表までの

j明
l‖ l)

(介饉事業経営概況調
査及び介11事 業経営奥
鵬田査及び介饉従事者
処遇状況等an査 (※ )の

統合)

・社会医療診療行
査

・医療経済実態an査 (医

療機関等調査)

・ 医療経済実 lLR調査 (保

険者調査 )

ライン

(介 11事業経営糧況8q

査及び介BI亭集経営案
旭調査及び介31従事者
処遇状況等調査(※ )の

統合)

・社会医療診療行為別an

査

会保険診療報酬
払基金、国民lt

保険中央会

郵送 社会保険による診
行つている全国

、一般炒療

び歯科診療所
にlヶ 月間の調

の 取

数が300件 以上

局

郵送

業所

事業所

,00医療根凹

で輛作

る。

悉皆 1.500保 険者

省―社会保険診僚
闘支払基金都道府

毎 年

支部・都it府県口
民健康保険団体連合

本省―民間中業者― 2年

ホ省―民間亭業者―
対燎

2年

データ符号化

約 :年

会保険医療協31

おいて診燎報酬改

のll瞼の際の資料と
て使用することにより

する。

(3年間の
ローテー
ション)

1年

|)

集所

び

　

　

び

　

　

約

　

約

約 1年 6ヶ 月

6ヶ 月以内

:96、

96.

保

局 が

フ2196
平成21年

)

して実施

毎年テーマ衰更あり

外部委籠業務の内容 (委 託業務にO)

その他
(分 RI不 能 V,事 項など)

査は2:年 度実施済



PDCAサイクルの活用

集所調査

・ 公的年金
査

'国民年金被保険者交態
調査

・社会保障・人口問rE甚
本調査
(社会保「l案態調査)

'「

3■7~
集所調査

・ 公的年金加入

査

生活基礎調査

る調査区

・国民年金被保険者案鮨
3m査

郵送 日本年金機11が保

る被保険者

。社会保障・人口問題基
本調査
(社会保障案鮨調査)

提供内容等をlelEす るこ おける利用
,、 介謳サービスの提供
日した基盤蜘 lに関す

帯員個々の公的年金加入
況、世帯の状況、就集状
、公的年金に関する同知度

ることにより、年金

ともに、「新年
こ則つた新年
1■ ついて、平

を目指すこと
ており、その検討のための

11る 。

1号被保険者につ
:の納付状況ごと

:号被保餞者における年金制度の現状lEIE、

民年金保険14の未納対策のための検討資キ1
び国会対応の資料として活用している。寝 題を明ら力ヽ こし.被

の収入、被保険者の国
する意臓、保険中4
など今後の国民年

事業運営:ご必要な資料を11

2007年 社会保障制度の社会全体の
負担と綸付の在り方に関する

・公的年金.公的医療保険、公的扶助などの社
会保障制度の諸政策の立案・改正、特に生活困

世 る世帯に対する8=鮨1度 の検討の踪の資 ※社人

そこに同居する|‖ 成 HPヘ
員の生活奥lLtな どの基礎資中1
を11る。

クセス
H21

具体的には、日本の世帯11威
の実撻、寡族の中で行

われる助け合いのしくみ、個人
会・経済的な活動の案

態、現在利用している社会保
どについて調べる。

約 1年 4ヶ

183.800利用者

ち、1.800

内の全世帯の:5

調査 :約 6万人

村田査:約 12

事業所

金搬11
3t

:本省―対 3年

市区町村調査:本省
町村

社会保障。人口
研究所―都道府

口市・中核市
―調査員―

3年 約 l年

約 1年

年3月 (実施より

人調査
8ヽ市区
村調査

平成20年

層化無作

為 1由 出
平成21年 12月

(実施より約2年 5ヶ 月)

母集団名AIの 11類 等

公表時期
(基 準日から公表までの

lu‖ 1)

Iq査 員 活基礎調査 6.000世帯

58

5年
月 )

)



・ 公的年金加入状

査

・国民年金被保険者実態
an査

は社会保口0・ 人口llll

1本である。
社会保「4・ 人口固IIお本調
査は一つの口査名の下で、

二より毎年行う鯛壺として整
理されており、基本的には
公表する統BIも毎年一本ず
つのため、アクセス敷もそれ

により大きな差が出る。

社会保障刷圧における結何
負担.租税制度における負
が所得の分配にどのような

|を与えているかを明らか
、社会保|1施策の漫透状

の研究材料

、影響度を四査し、今後に
ける有効な施策立案の基礎
料を得る。

調査会等の資料
・厚生労働自書や、目的タト申Inによる他1■間で

・医療費の動向調査 査支払ll間で処理された診
報酬等の計数を集計し、医
費の動向を把握する。

・制度改正、制度運営等

スに係る綸付費の・介饉IE醐改定における利用
・介11保険事業計回の策定における利用lelEし 、介臓ln酬の車

、介:1保険制度の円滑

PDCAサ イクルの活用

平成22年

度

予算ln

(千円 )

・介BI給付費実態調査

及び政策の:

資料を得る。

60



・E療費の動向調査

・ 介BI18付 費実態調査

療医

者

険

篠

保
保

００

ｍ

”

―社会保険齢療

支払基金
―国民tt康 保険

―国民IB順 保

―都it府 県国民
保3_t団体連合会

了後速やかに公

表

介順予防サービス・

介llサービス利用者

人の介11綸

書及び綸付

夕1卸委誦業務の内容(委 託業務にO)



統計調査名

平成22年

度
予算額

(千円

調査開始年
(西暦)

調査の目的 PDCAサ イクルの活用

アクセス敵
H21年●―

StBt分 )

二 久 利 用

件数 32条 33条

口 刊 慎 ユ T棚 菫

年金制度基礎調査

肪問看ll療養費奥鵬諄
査

02康保険・船員保険被
保険者実態8q査

(H2:)

5.382

3.01:

(H21)

160`

:983年

1980年

:966年

て用いられる各II歯 科技工物
の歯科技工料を調査し、山科
保険医療について検討するた
めの基礎食料を得る。

年金受輪者の日常生活、就彙
状況、世帯の状況等の実態を
F2合的に1巴促し、年金が受綸
者の生活の中でどのような役
割を果たしているかをとらえ、
年金制度運営のための基礎
資料をllる。

訪問看臓療養費の実態を把
握し、翌年度の診療IE醸改定
における当腋療養費改定の基
礎資料とする。

It康保険・船員保険の拡保険
者の年齢.標準|口醸月81.I「

準賞与額、所属する事業所の
実態.規模及び被1夫養者の年
齢.犠柄等を把llし 。制度皿
営のための基礎資料を得る。

夢 環 ‖ 田 颯 Xの お 瞳 rt料

。年金制度運営上の基破資料
・社会保障El民会81の 資料
・法案の財政影響検討資料

診僚IE酬改定における基破資料とすることを予
定。

・高齢者医療lll度改革会ll資オ1、 制度改正、制
度道営等

7.929

0

0 0

0

0

0

軌8十四査名 調査方法 母llt回名簿の:1鰤 等 調査客体敗 調査の流れ
調査の

公表時期
(■t準 日から公表までの

り明!:1)

1晨 告

'の
公表までの

期間
回収串

央池 lEl,ln

歯科摂エ「4訓萱

年金制度基礎四査

肪問看腫療養費奥鵬ロ
査

llt凛 保険・船員保険被
保険者奥態鵬査

郵送

郵送

郵送

口 14区 JRttlHl夕 υ

歯11技工所

日本年金機構が保
有する年金彙綸者
データ

審査支払機||

組合管掌tt康保検
の被保険者及び船
員保険の被保険者

腱lHlにつ
てヽは ,

00分 の
、山11技
E所 につ

てヽは、|〔

オの :の‖
L準に
にって無
乍為に抽
出.

R作 為1由

」

鳳作為抽
出

E合管
蓼・¨無
7為
朧員保
癸・・・悉
彗

』及び歯科11工 所

.Ollll人

的25.000人

ll合・・・3∞,000人

船保・・・65000人

本省 ―対象

本省―審査支払機関

ホ省―地方厚生局―
保険者(lE康保険組
合)

2年

毎年

2年

毎年

非 公 表

約1年

中央社会保険医ln協31

会での書臓状況等を議
まえ公表する。

10月

●1年

未 定

1年 以内

凹 11区腺

1,Dl力 く

57096山

科技工所
が446%

60%

:001

100%
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65     _

二般統計調査

(雇用 .労働関係 )

ttt“壼名

外

"彙

競彙務の内害(晏綺彙務に0)

喘 脅調童の
企■

HE用昌0
印目 ・̈̈ ●日●

ア~タ

入カ 熱計 その他
(分■不腱.口 t事4●ど)

年全輌産薔畿口壺

肪固■饉燎曇費奥饉■
査

健康保険・船員保険被
保険者実饉口査

0

0

0

υ

0 0

0

0

0
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PDCAサ イクルの活用

平成22年

度

予算額

(千円 )

・能力81発基本8n査

・労働安全韓i生 特別調査
(労働環境Eq査 )

,労働安全lei生 1寺

(労働安全構i生 基本調

査 )

・労働安全構i生 1寺別調査
(労働者健康状況調査)

・ 能力開発基本調査

・労働安全■i生 特別調査
(労働環境調査)

・労働安全衛生特別調査
(労働安全衝生基本田
査)

郵送

、離職者等についての属
入職及び離職に関する事

高年齢者等職集安定対策基本方61等 の参考
標

ついて諷壺じ、労働カ

2006年

る。

我が回の企業、

“

業所及び労
働者の能力開発の奥鮨を明ら
かにし、職業能力開発行政に
資する。

1成長戦略、屈用戦略対膳、労働政策審BF2会 、
業能力開発分科会等における施策の目11設

46.192 19764= 有害業務の状況及び労
境の変化等の労働者ヘ 佃i生 対策関係通達の策定に当たつての資(Hl

把握し、快適な職場
形成を含めた今後の1

1i生 1テ政運営上の基
料として,労働安全衛生

推進に資する。

所が行つている安全衛生
、労働災害防止活動及び
li生教育の実施状況等

「労働災害防止31回 J

・安全‖i生 対策関係通達の策定に当たつての資

並びにそこで働く労働

対す

今後の労働安
生行政を推iLするための
資料を11る 。

。「労働災害防止計画J

・安全綺,生 対策関係迦達の策定に当たつての資
料

層 化 ,∞0人 (入職者 ) ―公

無作為抽

出

個人興 :

(AL職者 ) -30壺 員―対線

業

業所・母集ロデー 企業 :約 7.:00 ・企業 :本 省―民間事 毎年

所 :約3,700

者 :約 20.000

業所―対彙企業
・事業所:ホ省―民間
事業所-3q査員―対
象

“

業所
・個人:本省―民間I「

集所―腑査員―対象
事業所―対彙労働者

ホ省―対彙 毎年
(5年ロー
テーショ
ン)

‐
・
６
ｍ

月

ヽ
毎

壼

査

調

鯛

計
業統8+ )700,`

(入 lll者

)644・・
(離職者

員/郵 9か 月間

約 :6ケ 月

約 :6ヶ 月

)829%

集 :45%
業所 :

,30

郵送

毎年
(5年ロー
テーシヨ
ン)

毎年

(5年ロー

テーシヨ

ン)

約 1:ヶ月

約‖ヶ月業所・
集続計In査

業所。

集統1+調査

3.3∞ 労働者

2.000事業所.

|.000労働者
本省―対彙

本省―対象・労働安全衛生1寺別調査
(労働者健康状況8R査 )

郵送

68

約‖ケ月 約16ヶ 月



夕1部委託業務の内容 (姜託業務にO)

(個票審査
のみ)

・能力開発基本調査

・労働安全‖,生 特別田
(労働者健康状況調査)

69

対策等総合案ttlq壺 )

・安全構i生対策関係通達の策定に当たつての資

。「労働災害防止計画J

・安全僣i生 対策関係通達の策定に当たつての資

き、有10労働契約研究会、雇用
行政資料

・労働政策審31会での行政資料として活用

987年 に
1回を開始)

956年

叫綱
劇
回

とによつて、円,

促進し、労働力

PDCAサイクルの活用〕度割ｍ 、安全衛生活動、工事の

休制、現j3での安全衛生
・指導の状況、労働者の

することにより、今後の労働
全■,生 行政運営に貴する基

こ伴う労働LR綺の変化、そ
こ対する労働者の過応、事

労働安全衛生行政tt進
めの基礎麟 1とする。

員及び正社員以外の労

1ついて、事業所側、

,elEす ることで、

ッチの解消を図るための雇
政策に資する。
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公表時期
(基準日から公表までの

期間〕

テーシヨ
ン)

17.000事 業所 省―事集所

(労働者) …民間

“

業者―
所―労働者

・本省―事業所一四
査員―公共職業安定

―労働局一本省
:業所票)

・鵬査員―事棠所―

約 1:ヶ月

約‖ケ月

約:8ヶ 月

約17ヶ月・雇用il造調査〈転職者
案鱚調査)

平成16年

“

業所・企
業饒8+調査

集所
:層化
作為抽

稟

10出耶栞
所から無
作為抽出

所

(個人票 )



平成22年
度

予算8n

(千 円 )

PDCAサイクルの活用

・雇用構造四査(高年齢
者層用奥鮨調査)

・雇用11造調査(求職者
総合案鵬鵬査)

1用 状況及び.著年労働者
のようなtt業を希望してし

1905年 に第 1 また、実際にそうした就業
を開始)

=よ
り、各IIの 若年者雇用

策に資する。

:956年 齢者の風用状況を把lE

Lもに、改正高年r.者題
定法施行後の事業所に
る案態を把饉することに

眠 鵬田量は
974年に第l

り、今後の高年齢者雇用対
策・就集対策に資する。

行つた求職者の履置、求
由.求職条件、求職申し

979年に第 :

をDl'日 ) 今後の雇用対策

1956年

労働政策審議会、社会保障国民会議での行政

総合的屈用11組システム更改に伴う職集13介

に務取り扱い要領改||に係る基礎貴料

・屈用構造調査(求 職者
総合賽態鯛査)

く―トタイム
働者総合典
8n査は199●

に第:回を開
)

平成:8年事業所・企
業統計副査

共職業安定所に
職申し込みを行っ

平成:6年事業所・企
業統計8R査

ム労働者の就労状 ・r厚生労働自書J

・r労働経済の分析」:び雇用管理の案
、今後のパートタイ

る施策の資オ4と

378人

73

不定期
(第 1回か
第2回ま

半期)

月
月

ケ

ヶ

約
錮

回
回

猜
数

約‖ケ月 約 ,7ヶ 月

約 :4ヶ 月

(事業所
票)

(個 人票 )

第:回(第 1回、第

133事業所
469労 働者

第1日 本省―都道
府県労●l局―公共職
業安定所―調査員―
対像

。本省―■業所―調
員 ―

―労働局―本省

'業

所票)

・調査員一事業所―

2回

(事 業所
)

側鰤　人票‥」嚇脚　　嚇鄭

票

無

出

個

抽

所

作

　

　

層

為

化無作

:層 化

74

10ケ 月

個人票 )



夕1部委託業務の内容(委託業務に0)

雇用案饉調査)

・ 燿用11遺8n査 (パートタ

イム労働者総合奥鵬田

査 )

75

働者案態調査 )

・雇用11遺 四査(企業に
おける採用管理寄に関
する案饉8q査 )

・最低賃金に関する奥鮨
調査

(派 遣労働者

案 lLtan査は

2004年に第 1

回を開始)

1950年

(採用管理等
に関する案鮨
an査 は2007年
に第1回を開
始)

や派遣労働者への対応状況
するとともに、派遣労働

、賃金

1巴燿する。

こおける人材確保、特に .燿用政策研究会での行政資料
社員の中でも中核となる人
をいかに確保するかという

点を中心に、採用方針、人材

=―ズ等をlE燿し、今後の層

最1`賃金法第28条

・:厚生労働日晋」
。「労働経済の分析」

・労働政策審31会「職集安定分科会労働力需給

制度部会Jの喪中1

ア 資金改定状況調査

'央
最低賃金審ll会においては、毎年度の地域

1最低賃金On改定の目安の審議において、本田

低賃金審|1会においでは、毎年度の地域
颯金BI等の改定の書饉において、本調査
甚に引上げ幅を決定している。

・『労働災書防止計回J

賃金改定
況口査 こより、最低負金開度が円滑

こ実施されるように、厚生労働
k臣にその実施が義務付けら

び

、低資金

[綸果を基に引上げ幅を決定している。
イ 最低賃金に関する薔畿田査

告書は未発行なので、

成20年調査

・平成 !4年調査
・回収率は有効回答率の敗

饉

PDCAサ イクルの活用

・労働災害動向調査 け働災害の
こする。

て実施



1晨 告書の公表までの

'切

間

業執計an査

業所・企

省による「事業
・企業崚81an査 J 為抽出

(平成10年 )

業所・企

E員 ―公共職葉
F― 労働局―本
集所票)

員―事業所―

・雇用11遺調査(企業に
おける採用管理等に関
する実態調査)

・ 労働災害動向調査

郵送

ンライン
郵送

ア 約10.000事 業所

イ 約:00.000椰業所

一本省 (個 人

―事業所

イ (住 )本省―委
業者―事集所

事業所‐33遭府
本省

ア 0

所、延 省―対象

約‖ヶ月

毎年7～ 8月

約 17ヶ月

1～ 2ヶ 月

約,Oヶ月閥化無作

為 1由 出 べ約5,000工 椰現場
毎年 7.1月

(事 業所」

査 :毎年 1

月、総合
工事業8q

査 :毎年
7.:月 )

、労働保険適用tr

集場データを使用

・雇用構造碑査〈企業に
おける保焉管理等に関
する案態調査)

ア O
イ 0

イ 0
(配布の

j与
)

０

０

ア

イ

外部委託業務の内容(委 8モ業務にO)

・労働災容動向調査



PDCAサイクルの活用

、定年

等について総合的にlq査

業におけ

る就労条件の現状を明ら力■
=

る。

合及び労働組合員の
集、地域、加盟上部組合別
分布等.労働組合ll崚の奥
を明らかにする。

・「高年齢者等職集安定対策基本方針J

。「厚生労働白書J

・「労働経済の分析」

・「労働政策審lFa会 」の資オ1
・労働大学腑産の資料
。「厚生労働白書J

J

・労使関係鯰合調査・労
働争31統計調査

・労働組合基礎Lq査

・団体交渉と労働争81に

関する奥艘Bn査(H19)

・ 労働協約等奥態綱壺
(H18)

25,406

,0.846

する.

実態を明らかにする。

労働環境が変化する中での労
働組合活動の実態を明らかに
する。

700労 働組合

化する中で ・厚生労働行政施策における施策3平 1面の指1日

合 交渉の実態、
況を明ら

化する中での労・労働政策審31会 労働条件分科会における資料

合と使

その還用等の

査
を使用

!983年

基礎調査

合基礎調査

・厚生労 lenll政 施策における施策押価の指1露

70,000組 合(全敷) ―都道府県―労 毎年

務所―対練

・労使関係総合調査・労
働争3饉統al酬査

・労働組合基礎田贅 職員/郵送

・団体交渉と労働争11に

関する実胆調査(H19)

調査員/鄭

送

―都i■府県―労
管事務所―調査

員―対象

省―都道
管事務所―

―対彙

―都道府県―

主管専務所-8n査
―対彙

毎年
(5年ロー
テーショ
ン)

毎年
(5年ロー
テーシヨ
ン)

約13ヶ 月

約13ヶ 月

約16ケ月

合基礎調査

80

約:3ヶ月

651■



外部委託業務の内容(委 8t業務に0)

改革法に則り奥
調査対策企業名

・労働協約等奥鮨調査
(H:8)

・労働組合活動案態調査
(H22)

0
(本省から
都道府県
労政主管
諄への発
送のみ)

0
(本省から
都道府県

譲爽お夏
送のみ )

ている方法、
況等、事業所側の意臓及

=す
る。

の組織、48合役員、
政及び組合活動の奥

を明ら力ヽこする。

にしく,労働行政推進上の
礎資料とする。

予算mについて、労使関係

ついて平成23

査員なし)で実
定

ついて、労使間
壼として81上

予算mについて、労使関係
合調査として1+上

・労働組合案鵬四査
(H20)

1983年 ・厚生労働行政施策における施策ET価の指標
・r労働経済の分析」

・労働政策審31会労働条件分科会における資料
・:LOへ 毎年報告
・r厚生労働自書」における「安定した労使関係の
形成等」の資料

平成22年

度
予算額

(千円)

PDCAサ イクルの
'舌

用

82



・労働組合実鮨調査
(H20)

・労働争31統311B査

員―対線

…都道府県―労
管事務所―調査

(6年ロー
テーショ
ン)

毎年
(5年ロー
テーシヨ
ン)

毎月

約 :3ヶ月 約:7ヶ月

約 :Oヶ 月―都道府県(労

管鰈)

83

ついて、労使関係

てll上

い剛呻い切　０いｍ”ゆ］

・労働組合案饉8n壺

(H20)

・労働争31織計口査

84



平成22年
度

予算額

(千 円 )

業主に対し、雇用している「|
.労働時間.層
1置寄を調査する

雇用されている障害
こ対し、職場I軍境・職
、相談相手、11来の不

の雇用施策の検81

に資する検討資料を

・雇用均等基本調査

・家内労働等実態調査

・層用均等基本調査

・少子化社会対策基本法に基づくr子ども。子育
てビジヨン」など政策プランの日4「遠咸状況の1巴

饉〈ポジティプ・アクションの取組状況.育児体業
取10率など)

・女性の活躍推進協le会において使用
・H21年 6月 の育児介ll休 業法の法改正審31に

おける国会答弁(育児体業の状況等)

など

・月例経済|1告 、屈用・能力開発根輌のあり方検
8寸会及び雇用政策研究会等の行政贄t4

:966年 1気の動向、労働力の需給等
)変化が、企業の層用に及ぼ
ている影響等を調査し.労 lll

済全体の動向

策を鵬

1970年 全Elの家内労働者の労働条 工賃新31・ 改正8+回策定時の検討資料
等家内労働の実態を10握 ・労働政策審31会雇用均等分科会稼内労1働部会

及び地方労働審31会における瞭内労働行政の、家内労働対策を推iLする
めの基礎資料を得る。 針等家内労働の現況等についての検討

・凛内労働法に係る周知啓発のための資料

査における5人以上
規模の事業所

業所とその事業所に

雇用されている身体

●~●1理附無ガ :期

―公共職集安定所
―対線

者、知的障害者

神障害者

平成18年

“

業所・企
業統計調査

―民間業者 ―対 毎年

平成18年平業所・企
業続計調査

本省‐都道府県労働
局―対彙   ′

85

叫̈一定精度躊榊

13ヶ月作無

出

化

抽

層

為
企業71:%
事業所
770%

オンライン
邸送

¨
¨

¨

経
済

に

働

経

向

労

働

勁

塚内労機構況調査
により把猥する家内

86



・燿用均等基本an査

・家内労働等実態田査

電子調査票の作成

87

l18+lq査名

密
　
額

轍
度
預

〈千円 )

調査開始年
(西暦)

Iq査の目的 PDCAサイクルの活用

敗

・ないけ

ア

ＩＨ

Ｓｔ 件敗 32条 33条

"楊
賛學酬量

港湾■送平業
調査

雇用案鬱

賃金引上げ等の実疇に
関する調査

川
０甲

籠

2.503

(H20〕

11941

:985年

者
前

，‐９６９年いいｍ

に関する法律第11条第3項に
基づき、8齋負による建設の事
業において労災保険料を算定
する際に1寺例として「労務費
申Jを用いて算定することがで
きることから、労災保険率の改
定(原則3年に1度 )に併せて
労務費率の見直しを行つてい
る。その見直しに当たつて、建
臓の事業における労務興の実
感を把握する。

磨湾労働法(昭和63年 法律
第40号 )第2彙第2号の規定
に薔づく一般港湾題送事業、
港清書役事業、はじけ置選事
業及びいかだ運送事彙並びに

需だ翌 鶴爾鸞
する労働者の層用の実饉を田
壺し。今後の港清労働対策を
推進するための薔礎資料を得
る。

民間企業(労働組合のない企
業を含む)における賃金・賞与
の改定額.改定率、賃金・賞
与の改定方法、改定に至るま
での経緯等を把撮する.

畔 風″4牛4月 から爛用丁0口
"筋

翼や へり反

映。

。平成20年の新たな港清雇用安定等針回の策定
の際の検討資料
・港綺労働対策を推進するための基礎資料

中央最低賃金審II会における●考資料
『労働経済の分析J

0 0

0

0

0

88



統計調査名 8n奎方法 母集口名

"の
11節等 調査書体敗 調査の流れ 口査の 公猥時期

(基準日から公駁までの

鵬闘 )

報告書の公表までの
期間

回収率
実施同期

港鳩還送事業雇用奏鮨
調査

賃金引上げ等の奥態に
Omする調査

調査員

郵送

卜し

I「 業所・
野集団DBを使用

為抽出

轟薔

■
`レ

饉

“

阿 1″゛ 暴 η

0■労働法第2彙第1

1の規定に基づく澤
暉、すなわち東京た、績
民港.名古題iO、 大阪
0、 神戸海及び田円港
6大 lt)に おいて,leln

け働法第2条第2号の
見定に基づく海臓菫送

“

暴及び膳清運送田皿

“

業を行うすべての1`

t所 1.011所

n3.500企業

刃 ヌ

ホ省―都道府県労働
局―公共職彙安定所
―統81調査員―対彙

本省―対練

5年

毎 年

5ケ 月

約3ケ 月

報告期限から3ヶ 月余

約 3ヶ 月

le告期限から約6ヶ 月

00496

為1由 出

統81調査名

外部委託業務の内容(委 託業務に0)

備 考碑査の
企画

口費用品の

印瘍 "贅
In品 の

祀布・回収
口鳳富贅・蟻
■m会

データ
入力

集1+ その他
〈分団T・ 籠.W,:"3nな ど)

"勧
賀學 醐菫

港着運送事業
調査

雇用奥鮨

負金引上げ等の実態に
関する調査

0

O

の

υ

姉

“
(個票審査
のみ)

0

0

0

90



‐般統計調査

(その他)

織計調査名 酔魔翻ｍ

調査開始年
(西層)

調査の目的 PDCAサ イクルの活用

アクセス餞
H2:年 o―

Stat分 )

_^利 用

件敗 32彙 33条

・ 鷹 暴 理 OllttTP瞑 ● 曖 田

査 ‐，ｕ′‐ｍ
獅
帥

重豪理BIlalF既のたのl‐ .サ
彙所がその事業活動に要した
瞼用の内訳等の実饉を把lE

.́産彙遠関表の作成におけ
6必晏な部門別投入構造に口
夕る薔礎資料を得る.

・織所取距の環疋、絶粛
"llr、

確粛ヤ凋●り出

腱貴14

92



統計綺査名 調査方法 母魚□名

"の
組国

"
口壼書体敗 口壼の魔れ

調査の
実施口場

公表時期
(薔準日から公表までの

期回 )

組告書の公晨までの
期間

口嗅率

層棗澤JlarF屁島IEDl

奎
口 露 畔 籠10キや豪購・

住彙崚針出壺
猜 生材料工彙の
1界団体名簿

い■ ―■撃 I票贈 53.2■

93

統計調査名

外部晏nt業務の内容(委能業務に0)

・● 考鯛■の
企園

疇費用品の
印31

鱗壼用品の
配布・口颯

口黒
=査

・留
■m会

データ
入力

集8+ その他
(分臓不餞.mt事項P3ど〕

鷹暴理BllttT鳳●籠ロ

査

0 0 辱初 ● ?昇 l・・
`り

癸 aB

94


